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　本書『栄養教育・栄養指導論 演習・実習』は2015年に初版を発行し、2020年
に第2版に改訂しその後一部改訂を重ね、今回2025年に第3版として改訂されま
した。この改訂は、急速な少子高齢化が進む日本において、管理栄養士や栄養士
が直面する課題を反映し、最新の知見や社会情勢に対応するものです。
　厚生労働省が公表した「2023（令和５）年人口動態統計（確定数）」によると、
出生数は72万7,288人で前年より約4.3万人減少し、過去最少を記録しました。出
生率も低下し、総人口が減少する一方、65歳以上の高齢者の割合は増加しており、
2070年には高齢化率が38.7％に達し、約2.6人に1人が65歳以上、約4人に1人
が75歳以上になると推計されています。
　このような状況下で、「健康日本21（第三次）」が、2024（令和６）年度に始ま
り、生活習慣の改善や主要な生活習慣病の予防・重症化防止、そして高齢者の生
活機能の維持・向上をめざした取り組みが進められています。
　これに関連して、「日本人の食事摂取基準（2025年版）」では、2023（令和5）
年までの科学的知見に基づき、生活機能の維持・向上の観点から、生活習慣病に
加えて、新たに骨粗鬆症の予防と栄養素との関連も取り上げられています。こう
した基準を踏まえ、管理栄養士・栄養士による日常生活での健康維持の支援や、
適切な栄養管理が急務となっています。令和6年版の特定保健指導では、アウト
カム評価が重視され、生活習慣の行動変容を促す介入において、行動科学にかか
わる技能も求められます。栄養ケアプロセスの手法を用いた栄養アセスメント・
栄養診断・栄養介入・栄養モニタリングと評価・フィードバックといった基本業
務に加え、栄養教育全体計画の立案や適切な目標と評価を見極めていく企画力が
求められます。
　本実習書は、科学的根拠のある高い知識やスキルを駆使し、社会での“健康づ
くりのエキスパート”として貢献できるようになることを願って執筆しておりま
す。多くの事例をもとに具体的な栄養ケアプロセスに準拠した方法で実践力を身
につけていただける一助になれば幸いです。

　20２5年１月

� 編者　堀田千津子
� 平光美津子
� 澤田　樹美
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1

栄養教育の目的

　栄養教育とは、人々の健康の維持増進、および

生活の質（Quality of Life：QOL）の向上をめ

ざして、望ましい食物選択と食行動を自発的に実

践するよう促すために、栄養学や関連する学問（行

動科学や教育学等）を踏まえて設計された教育的

戦略（知識の提供、スキルの形成、発達や行動変

容を促すための学習方法など）の組み合わせであ

る。これはコンテント（ I. R. Contento）らの

栄養教育の定義を基盤においた概念である。「設

計された」という用語を使用しているのは、前述

の栄養教育とは体系的に計画された活動のまとま

りを意味しているため、家庭や会社などで行われ

るいわゆる付随的な栄養の教育とは異なり、同様

にテレビのコマーシャルや大衆向けの本などによ

る非公式な栄養教育とは区別して考えられている。

　健康日本21（第三次）では、「全ての国民が健

やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実

現」というビジョン実現のため、基本的な方向を

①健康寿命の延伸・健康格差の縮小、②個人の行

動と健康状態の改善、③社会環境の質の向上、④

ライフコースアプローチを踏まえた健康づくりの

4つをあげている。それぞれの関係性は、図1の

通りである。

　栄養教育の目的は、栄養教育の最終目標である

QOLの向上をめざし、食物選択やその他の食・

栄養にかかわる行動を自発的に獲得する支援活動

であり、環境整備も含まれる。

２

栄養教育の目標

　栄養教育を実施するうえで行動変容を促すため

に、栄養教育の具体的な目標として、①健康や栄

養の知識の理解と定着、②学習および行動変容の

動機づけ、③健康観の形成、④食知識の理解と定

着、⑤食態度の形成、⑥食スキルの習得、⑦食行

動の変容と維持、⑧栄養と食生活情報の評価と選

択能力の獲得、⑨自己管理能力の習得、他者への

栄養にかかわる支援能力の獲得、⑩環境づくりな

どがあげられる。目標設定の際には、自己効力感

（p.12参照）が高められるように、できること

から始めるとよい。

　健康日本21（第三次）では、「全ての国民が健

やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実

現」のために、①誰一人取り残さない健康づくり

を展開すること、②より実効性をもつ取り組みを

推進することが求められている。

３

栄養教育と健康教育･ヘルスプロモーション

　健康教育とは、「個人・家族・集団または地域

が直面している健康問題を解決するにあたって、

自ら必要な知識を獲得して、必要な意志決定がで

きるように、そして直面している問題に自ら積極

的に取り組む実行力を身につけることができるよ

うに援助することである」と宮坂忠夫氏（東京大

学名誉教授）は提唱している。地域保健や産業保
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健における健康教育などの実践活動においては、

この健康教育があてはまる。健康教育においても、

個人の健康的な生活習慣の確立ができるよう社会

環境の整備とともに教育支援を行い、行動変容へ

の動機づけや行動変容に必要な知識・技術の習得

を促している。健康教育の最終目標は、自分の体

の状態がわかり、健康の維持・増進のためにセル

フケア、セルフコントロールができる状態をめざ

している。

　一方、ヘルスプロモーションについては、日本

健康教育学会が次のように要約している。

　

　1986年にWHO（世界保健機関）のオタワ憲章

の中で「ヘルスプロモーションとは、人々が自ら

の健康をコントロールし、改善することができる

ようにするプロセスである」と定義している。こ

のプロセスを進めていくためには、健康教育に

よって「知識、価値観、スキルなどの資質や能力」

を身につけることが重要としている。

　しかし、それだけでは行動変容が困難な場合が

ある。そこで、個人や小集団に直接アプローチす

るだけではなく、人々をとりまく社会環境の改善

やそのための法規制の整備にも取り組むことが必

要であり、ヘルスプロモーションはこの点に注目

し、健康的な公共政策や健康を支援する環境づく

りを重要視している。さらにオタワ憲章では「健

康というのは日々の暮らしの資源の１つとしてと

らえられるものであり、生きるための目的ではな

い」とも明言し、一病息災という例えの通り、１

つの「病」があったとしても、その人はまだ多く

の「健康」を体に宿し、そのもてる健康を使って、

仕事をすることも日々の暮らしを楽しむことも可

能である。言い換えれば、病気はなくならなくと

も、今もっている健康を十分に活かしきって、よ

りよく生きることもまた重要である。

　

　栄養教育は、これら健康教育・ヘルスプロモー

ションの一部として位置づけられている。

　

＊�バンコク憲章（2005年）では、ヘルスプロモーションの定義
として「決定要因」という用語が加筆された。「ヘルスプロモー
ションとは、人々が自らの健康とその決定要因をコントロー
ルし、改善することができるようにするプロセスである」

図１　健康日本21（第三次）の概念図
出所）厚生労働省「健康日本21（第三次）の推進のための説明資料」令和5年10月20日第1回健康日本２１（第三次）推進専門委員会　p.15
　　　https://www.mhlw.go.jp/content/10904750/001158816.pdf
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